
令和４年度 第１回デジタル戦略推進本部会議

日 時 令和４年５月 11日(木)

11 時 00 分～12 時 00 分

会 場 県庁別館９階第１特別会議室

次 第

１ 開 会

２ 議 題

（１） 令和４年度のＤＸ推進について

・デジタル推進官の役割

・県庁内のペーパーレス化

・令和４年度デジタル化実証事業

・その他

３ 閉 会

（配付資料）

・ 資料１ ：ＤＸの推進（要旨）

・ 資料２ ：静岡県のデジタル化推進体制

・ 資料３ ：デジタル技術を活用した業務革新～ペーパーレスの推進～

・ 資料４ ：電子契約・電子納付の実証

・ 資料５ ：ペーパーレス会議システム導入実証

・ 資料６ ：令和４年度デジタル化実証事業

・ 資料７ ：デジタル人材の育成

・ 資料８ ：静岡県デジタル戦略顧問一覧

・ 資料９ ：情報セキュリティの取組

・ 資料10 ：モバイルパソコンに対する要望と対応状況

・ 資料11 ：オープンデータの推進

・ 参考資料：ふじのくにＤＸ推進計画（概要版）

・ 参考資料：政策推進担当部長との協議・報告のペーパーレス化



第１回デジタル戦略推進本部会議　出席者名簿

部局名 職　　名 氏　名 代理出席者

静岡県ＣＩＯ（副知事） 出野　　勉

デジタル戦略担当部長 山口　武史

知事戦略局長 鈴木　利直

政策推進局長 齊藤　卓己

デジタル戦略局長 髙梨　記成

地域外交局長 松村　昭宏
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経 営 管 理 部 経営管理部総務局長 宮越　未緒子

く ら し ・ 環 境 部 くらし・環境部部長代理 山田　琢也

スポーツ・文化観光部 スポーツ・文化観光部部長代理 都築　直也

健 康 福 祉 部 健康福祉部部長代理 後藤　雄介

経 済 産 業 部 経済産業部部長代理 田中　伸弘

交 通 基 盤 部 交通基盤部部長代理 高木　繁

出 納 局 出納局次長兼会計総務課長 金井　いすず

企 業 局 企業局次長 内藤　信一

が ん セ ン タ ー 局 事務局長 堀川　俊

議 会 事 務 局 県議会事務局次長兼総務課長 杉澤　晃芳

人 事 委 員 会 事 務 局 人事委員会事務局長 井上　隆興

監 査 委 員 事 務 局 監査委員事務局長 木野　雅弘

労 働 委 員 会 事 務 局 労働委員会事務局長 内野　昌美
労働委員会事務局

調整審査課長
若月　伸隆

教 育 委 員 会 教育監 塩﨑　克幸

警 察 本 部 警察本部警務部参事官兼警務課長 鈴木　光弘
警察本部警務課

企画・DX推進室長
大石　剛

知 事 直 轄 組 織
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ＤＸの推進

・デジタル推進官等は、「ふじのくにＤＸ推進計画」に基づき、業務へのデジタル技術の活用を推進。　
・令和４年度、県庁内のデジタル化として、下記の取組を推進。

１　要旨

２　取組内容

（１）県庁内のペーパーレス化

①ペーパーストックレス
（資料３）

・執務室内のファイル保管庫の撤去・削減に向けた全庁調査を実施中。
・調査結果を踏まえ、快適なワークスペースの実現に向けたモデル所属を依頼。

②電子契約・電子納付
の実証（資料４）

・民間の電子署名サービスを利用した電子契約を試験的に導入。
・試験可能な契約を各部局へ照会し選定。
・汎用電子申請システムのキャッシュレス機能を活用した手数料の電子納付を試行。
・モデル手続を秋頃に各部局へ照会し選定。

③ペーパーレス会議システ
ムの実証（資料５）

・外部有識者が参加する会議でタブレット端末を利用した資料のペーパーレス化を試行。
・別９第１・第２特別会議室の会議を対象に実証可能な会議を夏頃に照会。

資料１

（２）令和４年度デジタル化実証事業

①ふじのくにのデジタル化
（資料６）

・年度当初に８事業選定済みのため、各部局において速やかに実証に着手。
・来年度当初予算要求時に実装の可否判断ができるよう取組を推進。

②行政のデジタル化
・昨年度末に各部局へ課題を照会、各部局から回答済み。
・今後、デジタル戦略局と行政経営課が関係課とヒアリングを実施。

（３）その他

○デジタル田園都市国家構想推進交付金

・TYPE２/３は事前相談を実施。実施計画書の提出は各部局において検討中。
・TYPE１の追加募集の有無は未定。追加募集が発表された場合は改めて各部局へ照会。

○デジタル人材の育成（資料７）

・各部局のＤＸ推進を担う職員を育成する「デジタル専門人材育成講座」を新規研修に追加。
・情報セキュリティ講座とデータサイエス講座は今年度からオンライン受講が可能。積極的な受講推奨を依頼。



○デジタル戦略顧問の活用（資料８）

・デジタル技術の活用への助言・提案を行うデジタル戦略顧問団を設置。

・各顧問の専門分野以外の案件についても、顧問の人脈を活用し、専門家の紹介が可能。
・各部局の業務へのデジタル技術の実証・実装に向けて、積極的な活用を依頼。

○情報セキュリティの取組（資料９）

・情報セキュリティの推進管理体制及びインシデント発生時の対応を改めて確認。
・インシデントの発生事例を記載しているので、業務執行にあたり細心の注意を。

○オープンデータの利活用の推進（資料11）

・オープンデータカタログへの新規掲載及び最新情報への更新、特に国の推奨データセットの掲載を依頼。

・「静岡県オープンデータ作成の手引き」を活用した研修会を開催予定。関係課の積極的な参加を依頼。

○ＳＤＯモバイルパソコンに対する要望と対応状況・方針（資料10）

・要望への対応状況を整理。特に要望が多かったZoom利用については現在検討中。

＜デジタ ル推進官等の役割＞

　 各部局のデジタ ル施策の責任者と し て、 部局内を 総括整理する。

静岡県のデジタ ル化推進体制

［ 市町］ ［ 民間企業等］

［ 県庁］ ［ 外部有識者］

デジタ ル戦略局

各部局 部長代理等（ デジタ ル推進官等）

情報提供、 意見交換等 計画・ 施策への意見等

相談、 助言、 提案等

資料２

本部長

副本部長

本部員

総括整理相談
連携・ 支援



ペーパーレ スの推進 ～デジタ ル技術を活用し た業務革新～

県民の利便性の向上

県行政の効率化

新たな働き 方の実現

人口減少社会においても 持続可能な行政の実現
（ 作業から の解放と 創造的業務へのシフ ト ）

行政の生産性の向上

業務見直し ・ 効率化

働き 方の多様化

✦ 「 生産性向上」 に向けた視点

県民の利便性の向上

資料３

ペーパーレス化 推進の方向性（イメ ージ①）

データ 作成 課内協議 部長協議等

起案 電子決裁 データ保存

申請登録

電子申請
システム

内容審査等

◎基本的な考え方

庁内外の参加者と
オンライン会議

online
ＷＥＢ会議システム

ペーパーレス会議
システム



✦ 紙ベースの業務フ ロー

✦ 電子ベースの業務フ ロ ー

業務フ ローの転換

ペーパーレス ラ ボ

＜取組強化＞ 

＜新規取組＞ 

⇒ オフ ィ ス改革と 一体的に実施

【 令和４ 年度】

＜既存取組実施＞

＜ペーパーレス化を入口と し た
　 　 　  業務の仕組改革を 実施＞

文書のデータ 化を 進め、 ペーパースト ッ ク レ スを 目指し ます！

【 令和３ 年度】

ペーパーレス化 推進の方向性（イメ ージ②）

ペーパーレ ス・
ペーパースト ッ ク レ スで

効率的な
事務執行の実現



ただいま  各フ ロ アの「 文書量」 を 測定中（ ～5/13金）

文書保管庫の大き さ " 

Ｒ ４  スケジュ ール（ 予定）

５ ～６ 月 ７ ～９ 月 10～12月 １ ～３ 月 R5～ R6～

副知事
メ ッ セージ

電子決裁化

電子保存化

公印
省略化

財務会計
電子決裁化

電子契約



電子契約・電子納付の実証
電子契約

民間の電子署名サービスを利用した実証事業
実証対象業務の選定（試験可能な契約を各部局へ照会）
実証及び本格導入に向けた準備（業務委託）
電子契約に対応するための関係規則や規程等の改正 

　※実証では紙と電子契約書を併用。（紙が正本、電子がデモ）

資料４

電子納付

項目 内容

キャッシュレス機能追加 ・汎用電子申請システムに電子納付を導入

業務改善モデル事業
（証紙→電子納付）

・モデル候補業務の照会（秋頃を予定）
・電子納付の導入に併せた業務の見直し（業務委託）
・関係規則等の改正

スケジュール（案）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月～３ 月 Ｒ ５ Ｒ ６

（ 電子契約）

契 約 期 間入札・ 契約 Ｒ ５ 以降の本格導入を予定

実証所属募集

（ 電子納付）

入札・ 契約手続 契 約 期 間

財務会計シ ス テム改修
事前準備（ 規則改正等） 実証所属募集

Ｒ ５ 以降の本格導入を予定



ペーパーレス会議システム導入実証 資料５

概要
・「総合計画審議会」等で委員から会議資料をペーパレス化すべきとの意見
・ペーパレス会議システムを導入実証し令和５年度の本格導入を検討

実証対象 ・外部有識者が参加する30～50人規模の会議（夏頃に照会予定）

システム概要 ・利便性や他県の導入状況を踏まえクラウドサービス型システムを利用

イ
メ
ー
ジ
図

特徴・利用想定

実証ポイント

特徴

・発表者のページ操作により画面が同期（参加者の操作不要）
・資料に対して手書きメモが可能
・インターネット環境のみ動作、利用者は庁内及び庁外からアクセス可能
・パソコン、タブレット、スマートフォンで利用可能
・利用可能な会議室は限定（別館９階第１・第２特別会議室）

利用想定
・職員及び来庁者はタブレット端末を貸与
・庁外からの接続は参加者所有のパソコン・タブレットから接続

運用面
・参加メンバーが問題なく使用できるか（スムーズな会議進行等の可否）
・紙を使用した場合とのメリット・デメリット等の比較

機能面 ・多数メンバーによる同時接続時の動作環境（遅延、フリーズ、切断等の発生）

※利用者アンケートを実施





デジタル人材の育成 資料７

講座名 日程 人数 内容 会場

新任管理者研修 4/19 約130
・ＤＸ推進の意義
・ＤＸに対応した組織開発や運営
※講師:村上デジタル戦略顧問 自治研修所

（zoom）
新任監督者研修 5/25 約210

・ＤＸ推進の意義
・データの分析・利活用の推進
※講師:坂下デジタル戦略顧問

キャリア開発
研修Ⅱ

6月下旬～
7月上旬

約300 ・ＤＸ推進の意義
・業務改善の進め方
※内容調整中 自治研修所４年次研修 7月中 約200

２年次特別研修
11月～
12月上旬

約250
・ＤＸ推進計画の概要
※内容調整中

必修研修

講座名 日程 人数 内容 会場

デジタル専門
人材育成講座 調整中 25

ＤＸの視点を用いた企画立案やデータの利活用
等に関するスキルの習得等（内容調整中） 自治研修所

情報セキュリティｅ
－ラーニング研修

通年 全職員 県職員として最低限必要な知識の習得
オンライン
（学びばこ）

情報セキュリティ集
合研修

調整中 約400 所属の管理者、実務職員それぞれの役割に応じた
情報セキュリティインシデント抑止スキルの習得等 調整中

情報セキュリティイン
シデント対応訓練

1月中旬 約20
情報セキュリティインシデント発生時に対応できるス
キルの習得 庁内会議室

総務省統計研究研
修所オンライン研修

年４回 全職員
・データサイエンス入門
・誰でも使える統計オープンデータ
※確認テストはインターネットが必要 オンライン

（学びばこ）
データサイエンス講
座

通年 希望職員
・データサイエンスに関する実践的な演習等
・データサイエンスの最新情報

選択研修



静岡県デジタル戦略顧問一覧

1 池田 哲夫
（経営情報システム） 
 ・データベース
 ・ソフトウェア工学

　静岡県立大学　客員教授
　（元経営情報学部教授）

 ・日本電信電話公社（現NTT）にてシステム開発に従事
 ・前静岡県ＩＣＴ戦略顧問　※静岡県立大学鬼頭学長からの推薦

2 岩田　  彰

（産業システム）
 ・生体情報処理
 ・情報セキュリティ
 ・ＡＩ(ディープラーニング)

　(株)エンセファロン 代表取締役
　名古屋工業大学 名誉教授

 ・東海情報通信懇談会会長
 ・(株)エンセファロン設立（代表取締役）：ＡＩの研究及び結果の
　ビジネス実装
 ・サン電子(株)社外取締役　※東証JASDAQ上場企業

3 小西 達裕
（教育工学）
 ・知的教育支援
 ・プログラミング教育支援

　静岡大学 情報学部 教授
　（副学部長）

  ・静岡大学で情報分野の研究を行う教授陣等への協力依頼窓口

4 坂下 哲也

（経済分野）
 ・ＩｏＴ(センシング)
 ・マイナンバー
 ・情報システム設計論

　（一財）日本情報経済社会推進協会 
　　　　　 常務理事

 ・新型コロナウイルス対策テックチーム委員（政府） 
 ・(株)NTTデータ等民間企業での勤務経験

5 村上 文洋

（電子行政）
 ・データ利活用
 ・ユニバーサルデザイン
 ・オープンデータ

　（株）三菱総合研究所 主席研究員

・規制改革推進会議　専門委員（投資等WG、成長戦略WG）
・内閣官房　オープンデータ伝道師
・総務省　地域情報化アドバイザー
・オープン＆ビッグデータ活用･地方創生推進機構(VLED)事務局

6 安田 孝美

（社会情報学）
 ・ICT利活用による情報
  社会デザイン
 ・AI（深層学習）を活用
　 した自治体業務支援

　名古屋大学大学院
　　 情報学研究科 教授

 ・東海情報通信懇談会幹事長
 ・情報文化学会理事
 ・NTTドコモ東海等民間企業での顧問経験
 ・中経連イノベーション施設運営委員長 

7 湯瀬 裕昭
（防災・教育）
 ・防災情報システム
 ・情報教育

　静岡県立大学
　　 経営情報学部 教授

 ・静岡県立大学ＩＣＴイノベーション研究センター長
 ・安否情報システム・災害情報支援システム等の開発
 ・観光情報学会理事
 ・情報処理学会一般情報教育委員会委員長

氏　　名 専門分野 職名・肩書 摘　　　　　　　　要
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１ 静岡県の情報セキュリティの推進管理体制

(1) 体制図

※太い実線：インシデント報告の流れ

(2) 情報セキュリティインシデント※２発生時の対応

※１ Computer Security Incident Response Team（情報セキュリティインシデントへの対処体制）

※２ 情報セキュリティに関する障害・事故及びシステム上の欠陥

静岡県における情報セキュリティの取組みについて

出野副知事 ＣＩＯ：情報化統括責任者

部局長
ＣＩＳＯ：最高情報セキュリティ責任者

（デジタル戦略担当部長）

デジタ ル推進官等

（ 部局長代理等）

副ＣＩＳＯ

（デジタル戦略局長）

情報セキュリティ責任者

（総務課長等）

統括情報セキュリティ責任者
（電子県庁課長）

情報セキュリティ管理者

（所属長）

情報システム管理者

（所属長：情報システムを所管する所属の長）

職員等

※会計年度任用職員を含む

情報システム担当者

（外部委託先）

対応者 対応内容 ※速やかに

職員等

(＝インシデントに気づいた者)

・情報セキュリティ管理者(＝所属長)に報告

・ＣＳＩＲＴ(＝電子県庁課技術管理班)に報告(速報) ※電話等

情報セキュリティ管理者

・統括情報セキュリティ責任者(＝電子県庁課長)に報告 ※様式

・情報セキュリティ責任者(＝総務課長等)に報告

★個人情報に関するインシデント：別途、法務課へ報告

情報セキュリティ責任者 部局長等に報告 ※自部局のみ

統括情報セキュリティ責任者 ＣＩＳＯ等に報告 ※必要に応じてＣＩＯへ報告

ＣＳＩＲＴ※１（電子県庁課技術管理班）
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２ セキュリティインシデントの事例（情報流出事故関連）

(1) 他団体における事例

(2) 本県における直近の事例

種別 年月日 団体等 内 容

標的型

攻撃

R4.2.10

公表

愛知県生

活衛生課

・ＰＣＲ検査システムが標的型攻撃でランサムウェアに感染

・指名や検査結果等の個人情報漏洩は確認されず

・システムを一次停止し、電子メール利用により業務継続

・身代金要求には応じない方針との報道

アカウン

トの乗っ

取り

R4.2.7

公表

福井県ブ

ランド課

・不正アクセスによる県公式 twitter アカウントの乗っ取り

・画像変更やフォロワー数書き換えの被害

・一般人からの通報により判明。２次被害は確認されず。

標的型

攻撃

R3.10.31

発生

徳島県つ

るぎ町立

半田病院

･標的型メールの添付ファイルを開封し、ランサムウエアに感染

・85,000 人の電子カルテ情報を盗み出し、身代金を要求

★身代金要求には応じず、電子カルテシステムを再構築（約２億円）

内部不正
R1.12.6

公表
神奈川県

・リース満了後び返却したＨＤＤの業者内部不正による転売

・ＨＤＤに記録された個人情報や県の内部資料情報が流出

・ＨＤＤ購入者からの指摘で事態が発覚

標的型

攻撃

H27.6.15

公表

長野県

上田市

・消防署ＰＣを経由し庁内ネットワーク全体にウィルスが蔓延

・全ＰＣをＬＧＷＡＮや住基ネットから切り離さざるを得ず、

２か月以上、市の業務・県の業務に支障発生 ※ＦＡＸ対応

★感染から発見に４か月が経過し、臨時対応に 3,000 万円

種別 年月日 所 属 内 容

メール

誤送信

R4.4.19

公表

健康福祉

部(東部

保健所)

・コロナ感染者１名の氏名・性別等の個人情報の流出

・ＰＤＦファイルへのパスワード未設定(ルール違反)

・メール送信操作直後に担当者が認識

・送信先：493 小学校 ※メーリングリスト登録先

メール

誤送信

R4.4.11

公表

健康福祉

部(中部

保健所)

・コロナ感染者 146 名の氏名・性別等の個人情報の流出

・エクセルファイル内に個人情報が残ったままメール送信

・３回(4/4･5･8)誤送信し、送信先からの指摘で発覚

・送信先：６市町、10医療機関、４郡市医師会、２消防、１医師

ＨＰ掲載
R3.12.17

公表

経済産業

部(産業イ

ノベーショ

ン推進課)

・企業等向け説明会の申込先ＨＰから申込者 37人の情報が流出

・ＨＰ閲覧権限に関する受託業者による誤設定

・一時的に外部から個人情報が閲覧できる状態

メール

誤送信

R3.4.15

公表

交通基盤

部(袋井

土木事務

所)

・自宅の私用ＰＣへのメール(資料)の誤送付

・用地補償の契約相手(氏名)、契約額の記載あり

・私用ＰＣにメールの着信がなく、誤送信の疑い

・バージニア州(米国)のサーバーに送信された事実が判明



ＳＤＯモバイルパソコン（ＳＤＯ端末）に対する要望と対応状況・方針について

No. 概　 　 　 　 　 要 要望数 対応状況・ 方針等

1 ＳＤＯ端末でZoomを使用したい 66
・使用可能とする方向で検討している。
　★導入による影響やセキュリティ面の課題を確認中

2 在宅勤務時に電話を使用したい 15 ・ＳＤＯ端末では解決できない問題と認識

3
仮想環境のＶＤＩではなく、直接インター
ネットサイトを閲覧したい

11
・ＳＤＯネットワークからインターネットへ直接の接続はできない。
　（総務省のセキュリティガイドラインに準拠）
※令和５年度のシステム更新時に機能を向上できるよう検討中

4 タスクやプロジェクト管理ツールが欲しい 9
・大半の業務において必須とは思われない。
・一部の課で試験的に導入したが定着しなかった。

5 Windows標準の付箋ソフト等を使いたい 7 ・付箋ソフト、カメラのソフト利用可能とした。

6 動画編集ツールを使いたい 6
・利用者(業務)が一部に限定される。
・コスト的に全SDO端末が標準的に備える必要はないという認識

7 Excelを標準にして欲しい 5
・標準実装している「Just Calc」と比べて高額である。
・コスト的に全SDO端末が標準的に備える必要はないという認識

8 外部とデータ共有できるストレージが欲しい 2
・インターネットから業務系ネットワークへの接続は不可
　（総務省のセキュリティガイドラインに準拠）
・導入済みの「セキュアファイル交換サービス」で代替機能を提供

9
自分のスマホや自宅のＰＣなどでメールやス
ケジュールを見たい

2
・インターネットからＳＤＯネットワークへの接続は不可
　（総務省のセキュリティガイドラインに準拠）

10 日程調整が簡単にできる仕組みが欲しい 2
・Notesの課メールカレンダーの閲覧権限を他課への付与は可能
・日程調整のみであれば、民間の無償サービスあり ※工夫次第

11
業務に関する知識を共有するツールが欲しい
(WikiやOneNote)

2
・Notesの課ＤＢ文書により業務情報の共有が可能
・利用者のスキルが求められるサービスが多く汎用的な利用が困難
・良いサービス等がないか研究していく。

13 ＯＣＲで文書をスキャンしたい 1
・ＡＩ-ＯＣＲサービスを導入済み
・実装済みのDocuworksにＯＣＲ機能が標準搭載されている。

17 外部との連絡にロゴチャットを使いたい 1
・導入可能
※一部の課では試験的に導入している。

18 業務に役立つフリーソフトを展開して欲しい 1
・必要性、有用性の高いフリーソフトについて、導入を検討する。
　（ソフトのセキュリティや安定性等を十分に検討する必要あり。）

21
ファイルサーバやノーツを検索できる仕組み
が欲しい

1
・必要性・有用性を踏まえて検討していく。
　※コストに見合うパフォーマンスの実現が課題

12 音声入力を使いたい 1 ・コスト的に全SDO端末が標準的に備える必要はないという認識

14 翻訳ソフトを使用したい 1 ・コスト的に全SDO端末が標準的に備える必要はないという認識

15 ホワイトボードツールが欲しい 1 ・コスト的に全SDO端末が標準的に備える必要はないという認識

16 PublisherなどDTPソフトが欲しい 1 ・コスト的に全SDO端末が標準的に備える必要はないという認識

19 Acrobatを使いたい 1 ・コスト的に全SDO端末が標準的に備える必要はないという認識

20
ブレインストーミングのマインドマップ等の
ツールが欲しい

1 ・コスト的に全SDO端末が標準的に備える必要はないという認識

※「モバイルパソコンに係る満足度調査」（令和３年９月にモバイルＰＣ配布済み所属を対象に実施：本庁(健福部を除く)、東部地域の出先機関）

資料10



(データ活用推進課)

１ 要旨

公共データのオープンデータ化を推進し、積極的に公開することで、県民の利活用の促

進を図る。また公開させた公共データと民間データとの組合せにより、地域課題の解決等

に活用し、よりわかりやすい情報として県民に提供していく。

２ 現状と課題

県では、オープンデータの専用検索サイト「ふじのくにオープンデータカタログ」をイ

ンターネット上に開設している。本年１月には、オープンデータの作成・公開手順や技術

的指針等を示した「静岡県オープンデータ作成の手引」を作成した。

サイトで公開しているデータセット数（表１）は、増加しているもののまだ十分ではな

く、４月１日現在で２，７２５件で、うち県のデータセットは２７４件である。

また、国が推奨するデータセット（表２）についても公開数（表３）が少なく、拡充に

向けた取組を進めていくが必要である。

【表１】静岡県内オープンデータ公開データセット数（令和４年４月１日現在）

【表２】国の推奨データセット（14項目）

【表３】国が推奨するデータセットの現状（令和４年４月１日現在）

３ 各部局への依頼事項

○ オープンデータカタログへの新規掲載と最新情報への更新

○ 特に国の推奨データセット所管課への掲載協力

○ 「静岡県オープンデータ作成の手引」を活用した庁内担当課を対象とした研修会へ

の参加

オープンデータの利活用推進

県 市町 民間 合計

２７４ ２，４４５ ６ ２，７２５

基本編

01 ＡＥＤ設置箇所一覧 06 イベント一覧 11 地域・年齢別人口

02 介護サービス事業所一覧 07 公衆無線ＬＡＮアクセスポイン

ト一覧

12 公共施設一覧

03 医療機関一覧 08 公衆トイレ一覧 13 子育て施設一覧

04 文化財一覧 09 消防水利施設一覧 14 オープンデータ一覧

05 観光施設一覧 10 指定緊急避難場所一覧

県 市町 民間 合計

１ １６０ － １６１
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令和４年度第１回デジタル戦略推進本部会議用 資料

政策推進担当部長との協議・報告のペーパーレス化について

（知事直轄組織総務課）

１ 概要

・業務効率化のため、可能な限り、部長協議・報告はペーパーレスで実施する。

・ペーパーレス化により業務負担が増大することがないよう、政策推進局では、

以下の運用方針（案）により対応する。

２ 運用方針等

（１）考え方

・資料印刷の手間・時間を減らし、職員の業務負担を減らす。

・パソコン又は大型モニター画面を見ながら協議する。図面等、画面では小

さい、見づらいもの等については、適宜大型モニターを活用する。

・必要な時に資料が閲覧出来るよう、ファイルの保存先を統一する。

（２）運用方針（案）

・５月以降、ペーパーレスによる協議を段階的に導入していくこととする。

・ペーパーレスで協議等を行う際は、部長予定登録の際に、局付主査に、

その旨を報告

・大型モニターは、各課で空き状況を確認・予約し、必要に応じ使用

・協議の際は、各自モバイルＰＣを持参する。ただし、取扱注意資料等、紙

による共有が望ましいものについては、従来どおり用意する。

・資料データの保存には、各課に設置されている「統合ファイルサーバー」

を活用

・同サーバーに設置した『【〇〇課】部長協議・報告』フォルダにファイル

を保存

・使用ファイルが判別しやすいよう、ファイル保存のルールを定める。

・ペーパーレス協議の際は、同フォルダにアクセスして実施

※部長、局長、総務課に、各課のフォルダへのアクセス権を付与

＜参考＞ファイル保存のルールについて

各課の意見を踏まえ、業務効率の観点から、以下のとおりルールを設定する。

なお、運用をしながら、随時ルールの見直しを行う。

・フォルダの直下に、ファイルを保存する（細かなフォルダはつくらない）

・ファイル名の先頭には、日付（yy/mm/dd）を付ける

・各課判断により、ＰＤＦやドキュワークスで統合したファイルを保存

（３）今後の検討事項

・部長室への固定式の大型モニターの購入・設置（総務課対応）


